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平成１５年度特殊法人等向け財政支出の 

概算要求・要望額について 
 
 
１．特殊法人等向け財政支出の概算要求・要望額 
   
（１）平成１５年度の特殊法人等向け財政支出の概算要求・要望額は、一般会

計・特別会計合わせて総額で３兆６，４３９億円。 
（２）平成１４年度予算額（４兆１，５６５億円）に対し、５，１２６億円の減

額（▲１２．３％）。  

（注）このほか、「特殊法人等整理合理化計画｣(平成13年 12月19日閣議決定）に基づく組

織形態の見直しにより、平成15年度に設立を予定している独立行政法人等に対する財政

支出として、８,７９０億円の要求・要望がある。 

 
２．主な法人の概算要求・要望額 

（単位：億円） 

法 人 名 
１４年度 
予 算 額 

１ ５ 年 度 
概算要求･要望額  

比 較 
増▲減額 

比 較 
増▲減率 

住宅金融公庫 ３，７５９ ３，７２２ ▲３７ （▲   1.0 %） 

国際協力銀行 ２，１９１ ２，４０６  ２１５ （      9.8 %） 

本州四国連絡橋公団 ２，３３３ ２，３３３    ０ （      0.0 %） 

石油公団 １，９５１ ２，０５１  １００ （      5.1 %） 

国際協力事業団 １，７７２ １，９３４  １６３ （      9.2 %） 

都市基盤整備公団 ７７２ １，９２６ １，１５４ （   149.5 %） 

雇用・能力開発機構 ２，４４９ １，８８９ ▲５６０ （▲ 22.9 %） 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 ２，４８４ １，６２６ ▲８５９ （▲ 34.6 %） 

日本育英会 １，１２７ １，３１４   １８７ （     16.6 %） 

運輸施設整備事業団 １，０９７ １，２５８   １６１ （     14.7 %） 

核燃料サイクル開発機構 １，１９２ １，１７４ ▲１８ （▲   1.6 %） 

宇宙開発事業団 １，９９４ １，１６２ ▲８３２ （▲ 41.7 %） 

日本学術振興会 １，１５２ １，０９３ ▲５９ （▲   5.2 %） 

日本原子力研究所 ９６９ １，００５   ３６ （       3.7 %） 

農畜産業振興事業団 １，３４４ ８８４  ▲４６０ （▲ 34.2 %） 

農林漁業金融公庫 ８７４ ８７２ ▲２ （▲   0.2 %） 

水資源開発公団 ７３３ ７９４    ６０ （       8.2 %） 

日本鉄道建設公団 ６５０ ６５０    ▲０ （▲   0.0 %） 

中小企業総合事業団 ５０９ ６３５   １２５ （     24.7 %） 

年金資金運用基金 ６２７ ６１７   ▲１０ （▲   1.6 %） 
 
（注）計数は、一般会計及び特別会計の合計額であり、共済組合負担金等を除いている。 


